
Ⅰ 総 説

「サヤ管推進工事（工水配改２－１）」

▲工事施工中の様子

中津原浄水場と箕島浄水場を結ぶ工業
用水道の連絡管は，1977年度（昭和52年
度）に布設し，老朽化が進んでいること
から既設管の更新を行っています。
本工事は，港湾下に本管を布設するた

めのサヤ管推進工事です。

到達立坑（引野町）

発進立坑（新浜町）

新浜浄化センター跡地

工事延⻑ ４４１．３ｍ
海 底 下 ６〜８ｍ





 1　年 表
年　　　次 月 日 水道事業・工業用水道事業の事項 月 日 下水道事業の事項

1916(大正 5) 7. 1 福山市制施行(人口32,356人)

1921(　　10) 3. 31 上水道の布設認可

6. 1 臨時水道部設置

1922(　　11) 6. 1 熊野村論田池にて貯水池起工式

1923(　　12) 1. 7 佐波村城山にて浄水場起工式

1925(　　14) 4. 23 水道課設置

11. 15 上水道竣工通水式

1929(昭和 4) 12. 23 鞆町上水道布設認可

1931(　　 6) 6. 30 鞆町上水道竣工

1933(　　 8) 1. 1 川口,手城,深津,奈良津,吉津,木之庄,

本庄,神島,佐波,草戸の10か村合併

1935(　　10) 10. 15 上水道第一期拡張工事認可

1936(　　11) 3. 上水道第一期拡張工事竣工

1945(　　20) 8. 8 戦災により市街地 314ha(95万坪)が

焦土と化す

1947(　　22) 10. 1 駐留軍へ給水開始

1948(　　23) 4. 1 上水道料金改定

1950(　　25) 4. 1 上水道料金改定

1951(　　26) 11. 13 福山市公共下水道事業認可(152ha)

1952(　　27) 2. 1 上水道料金改定

7. 29 上水道第二期拡張工事認可

10. 1 地方公営企業法適用

10. 20 計画給水人口80,000人

給水量20,000㎥/日の基本計画議決

1953(　　28) 1. 1 企業会計制度を実施

2. 1 松永町上水道新設工事認可 2. 3 福山市公共下水道工事着手

2. 15 三川ダム起工式

4. 1 松永町が今津町を合併

10. 1 上水道料金改定

1954(　　29) 3. 31 松永市制施行

4. 1 水道部となる

6. 29 計画給水人口133,000人

給水量55,000㎥/日の基本計画議決

9. 16 松永市上水道給水開始

1955(　　30) 2. 5 加茂町簡易水道事業認可

10. 1 加茂町簡易水道給水開始

1956(　　31) 3. 20 鞆町上水道第一期拡張事業認可

4. 16 上水道第三期拡張事業認可

9. 29 福山市から鞆町へ送水開始

9. 30 水呑,鞆町及び引野,市村,千田,

御幸,津之郷,赤坂,瀬戸,熊野村を合併

11. 25 尾道市と臨時分水契約締結

12. 3 尾道市へ浄水分水開始

1958(　　33) 4. 1 蓮池工業用水道給水開始

7. 15 御幸町簡易水道事業認可

1959(　　34) 4. 15 御幸町簡易水道給水開始

6. 13 出原浄水場給水開始 6. 1 新浜ポンプ場一部供用開始

8. 10 横尾町簡易水道事業認可

1960(　　35) 1. 7 松永市上水道工事竣工

3. 31 三川ダム完成
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年　　　次 月 日 水道事業・工業用水道事業の事項 月 日 下水道事業の事項

1960(昭和35) 4. 1 上水道料金改定

6. 18 横尾町簡易水道給水開始

10. 1 水道局となる

1961(　　36) 1. 11 尾道市へ原水分水開始

9. 15 駅家町簡易水道事業認可

12. 28 松永市上水道第一期拡張工事認可 12. 1 下水道使用料徴収開始

1962(　　37) 1. 1 深安町と合併

10. 1 駅家町簡易水道給水開始

1963(　　38) 3. 28 新浜処理場建設着手

7. 22 御幸町簡易水道拡張工事認可

12. 12 計画給水人口236,000人

給水量105,000㎥/日の基本計画議決

12. 27 上水道第四期拡張事業認可

1964(　　39) 6. 1 御幸町簡易水道拡張工事竣工

9. 水道料金の口座振替を開始

9. 16 備後工業整備特別地域指定

11. 27 駅家町上水道第一期拡張事業認可

12. 18 草戸水源取水地点変更事業認可

1965(　　40) 4. 1 臨海工業用水道給水開始

6. 1 上水道料金改定(改定率38.5％)

1966(　　41) 2. 1 水道料金の集金委託開始 2. 1 伊勢丘処理場引継ぎ(小規模下水道)

5. 1 福山市と松永市合併

9. 1 新浜処理場一部供用開始

（面積122.3ha,処理人口30,300人）

10. 1 下水道使用料改定

1967(　　42) 3. 3 駅家町上水道第二期拡張事業認可

5. 1 松永地区へ藤井川上水道企業団から

受水開始

6. 1 芦田川１級河川に昇格

6. 10 上水道第四期拡張事業一部完成

中津原浄水場から給水開始

8. 4 加茂町簡易水道第一期拡張事業認可

1968(　　43) 3. 福山水道史発刊

3. 29 椋梨ダム完成

8. 23 横尾町簡易水道へ上水道から受水開始

1969(　　44) 4. 1 水道料金調定事務電算化

5. 31 松永第一期拡張事業完成

6. し尿処理開始(新浜処理場)

7. 1 臨海工業用水道第２種料金設定

10. 1 熊野町簡易水道事業認可

服部簡易水道事業認可

11. 25 三川ダム嵩上げ工事とその使用につい

て承認

1970(　　45) 4. 汚泥処理開始(新浜処理場)

9. 12 宜山簡易水道事業認可

12. 15 計画給水人口259,000人

給水量165,000㎥/日の基本計画議決

服部簡易水道給水開始

1971(　　46) 3. 30 加茂町上水道事業認可

4. 1 料金改定(松永地区料金の一部)
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年　　　次 月 日 水道事業・工業用水道事業の事項 月 日 下水道事業の事項

1971(昭和46) 6. 30 福山市公共下水道事業認可変更(806ha)

8. 1 熊野町簡易水道給水開始

9. 30 三川ダム嵩上げ工事完成(5ｍ)

10. 1 松永地区上水道及び御幸町・横尾町簡易

水道を福山市上水道に統合

（料金も統一する）

1972(　　47) 3. 3 上水道第五期拡張事業認可

（第一次計画）

3. 31 芦田川河口堰漁業補償調印

7. 1 宜山簡易水道給水開始

8. 新浜雨水幹線整備着手

11. 7 芦田川河口堰建設工事起工式

1973(　　48) 3. 31 上水道第五期拡張事業認可

（第二次計画）

4. 1 蓮池工業用水道,臨海工業用水道,尾道 4. 1 下水道使用料改定

分水料金改定

5. 1 上水道料金改定(改定率58.57％)

7. 24 芦田川河口堰工業用水道事業認可

7. 27 水道局渇水対策本部設置(～9.13)

　この間次のように制限

　　上水道　　　　(最大30％)

　　臨海工業用水道(最大93％)

　　蓮池工業用水道(最大50％)

8. 26 藤井川上水道企業団(椋梨系)受水開始

8. 31 新庁舎完成(9.13移転)

9. 8 芋原簡易水道事業認可

1974(　　49) 2. 1 八田原ダム実施調査協定締結

4. 1 芦田町と合併 4. 1 引野処理場引継ぎ(小規模下水道)

瀬戸処理場引継ぎ(小規模下水道)

1975(　　50) 2. 1 加茂,駅家町と合併 2. 13 芦田川流域下水道事業認可

芋原簡易水道給水開始

4. 1 蓮池工業用水道,臨海工業用水道料金

改定

12. 6 給水区域の拡張(走島町)厚生省認可

1976(　　51) 2. 5 神辺町へ分水開始

4. 1 下水道使用料改定

向陽処理場引継ぎ(小規模下水道)

6. 3 福山市公共下水道事業認可変更

（松永処理区追加1,131ha）

8. 1 上水道料金改定(改定率56.80％)

簡易水道料金改定(改定率23.18％)

12. 20 三川ダム共有持分62.76％となる

1977(　　52) 2. 16 異常寒波(～2.22) 2. 17 松永処理区事業着手

3. 31 新浜処理場完成

（処理能力60,000㎥／日）

4. 1 広島県沼田川水道用水供給事業から

受水開始(浄水の柳津受水)

4. 4 走島町へ給水開始

7. 14 上水道第六期拡張事業認可

10. 14 佐波浄水場休止
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年　　　次 月 日 水道事業・工業用水道事業の事項 月 日 下水道事業の事項

1978(昭和53) 4. 1 蓮池工業用水道事業廃止

河口堰工業用水道一部給水開始

5. 1 部制実施

6. 6 水道局渇水対策本部設置(～6.22)

山野簡易水道事業認可

8. 3 福山市渇水対策本部設置(～9.23) 8. 1 福山市流域関連公共下水道事業認可

（1,470ha）

9. 13 八田原ダム建設に関する基本計画変更 9. 29 芦田川処理区事業着手

告示

（上水100,000㎥/日,工水50,000㎥/日）

10. 1 水道メーターの検針委託開始

1979(　　54) 10. 1 福田浄水場給水開始

宜山簡易水道を福山市上水道に統合

1980(　　55) 1. 16 山野簡易水道給水開始

4. 1 工業用水道料金改定 4. 1 下水道使用料改定

8. 1 水道メーターの隔測検針開始 8. 26 福山市都市下水路事業認可

（大津野下水路）

9. 1 上水道,簡易水道料金改定

（改定率44.98％）

1981(　  56) 2. 27 異常寒波(～3.4)

4. 1 工業用水道料金改定(第２種・旧蓮池)

1982(　　57) 4. 1 下水道使用料改定(改定率30.4％)

7. 5 水道局渇水対策本部設置(～7.17)

7. 12 福山市渇水対策本部設置(～7.17)

1983(    58) 12. 13 工業用水道の給水区域拡張

1984(　　59) 2. 7 異常寒波(～2.13)

4. 1 工業用水道料金改定(第１種・第２種) 4. 1 下水道使用料改定(改定率45.8％)

7. 1 幕山浦上処理場引継ぎ(小規模下水道)

10. 1 芦田川流域下水道芦田川浄化センター

供用開始(処理能力33,600㎥／日)

瀬戸小立処理場引継ぎ(小規模下水道)

1985(　　60) 3. 6 上水道第六期拡張事業変更認可

（一次分）

11. 大津野ポンプ場運転開始

1986(　　61) 3. 3 福山市都市下水路事業認可(千田下水路)

4. 1 熊野簡易水道を福山市上水道に統合

上水道,簡易水道料金改定

（改定率18.80％）

水道料金の郵便振替開始

1988(　　63) 1. 14 幕山浦上処理場廃止

4. 1 下水道使用料改定

（改定率48.2％,資本費算入）

6. 25 八田原ダム建設に関する基本計画変更

告示（取水地点・建設費用・工期）

8. 16 松永浄化センター建設着手

12. 23 伊勢丘処理場廃止

1989(平成元) 3. 23 上水道第六期拡張事業変更認可

（二次分）
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年　　　次 月 日 水道事業・工業用水道事業の事項 月 日 下水道事業の事項

1989(平成元) 4. 1 尾道市へ原水分水廃止 4. 1 消費税法施行(3％課税)

佐波浄水場廃止

藤井川上水道企業団解散

消費税法施行(3％課税)

12. 12 松永地区へ中津原浄水場から送水開始

（浄水の柳津受水廃止）

1990(　　 2) 3. 1 千田ポンプ場運転開始

3. 15 引野処理場廃止

5. 30 八田原ダム定礎式

8. 29 工業用水道事業規模見直し（配水能力

353,000㎥/日→293,000㎥/日）

1991(　　 3) 3. 福山水道史第二巻発刊

3. 18 町上浄水場配水池へ中津原浄水場から

送水開始

（原水受水休止,町上浄水場休止）

4. 1 工業用水道第１種・第２種料率統一 4. 1 下水道使用料改定(改定率25.3％)

4. 18 新規浄水場建設で神辺町と基本協定書

締結

10. 1 加茂町百谷地区へ給水開始

1992(　　 4) 1. 15 水道局庁舎東館完成

4. 1 財団法人福山市水道サービス公社設立 4. 1 松永浄化センター供用開始

（面積74ha,処理人口3,440人）

1993(　　 5) 3. 1 赤坂町長者原地区へ給水開始

4. 1 料金調定・収納業務オンラインシステ

ム稼働

1994(　　 6) 4. 1 給水条例の全部改正 4. 1 下水道使用料改定(改定率29.3％)

上水道,簡易水道料金改定

（改定率19.74％）

4. 19 千田配水池(鋼製)竣工式

7. 15 水道局渇水対策本部設置(～1995.5.2)

7. 22 福山市渇水対策本部設置(～1995.5.2)

8. 16 時間断水(22:00～翌朝10:00)実施

（～9.29） 9. 8 下水道水緑景観モデル事業の認定

（松永1号雨水幹線）

10. 21 八田原ダム試験湛水開始

1995(　　 7) 1. 20 兵庫県南部地震(阪神・淡路大震災)

救援活動実施(応急給水 ～2.21)

6. 2 千田浄水場起工式

9. 合流式下水道改善事業着手

11. 14 上水道通水70周年・工業用水道30周年

記念式典及び記念行事

1996(　　 8) 3. 5 福山市公共下水道事業認可変更

3. 29 上水道第六期拡張事業変更認可 （合流式下水道改善）

（三次分） 4. 1 明王台浄化センター引継ぎ

（小規模下水道）

11. 1 市制施行80周年記念式典

1997(     9) 4. 1 消費税率引上げ及び地方消費税導入 4. 1 消費税率引上げ及び地方消費税導入

（5％課税） （5％課税）

5. 30 向陽処理場廃止

7. 5 八田原ダム竣工式

1998(    10) 3. 1 水道料金前納制廃止・ブロック制導入

-5-



年　　　次 月 日 水道事業・工業用水道事業の事項 月 日 下水道事業の事項

1998(平成10) 3. 31 八田原ダム建設完了の公示

4. 1 中核市に移行

駅家町新山地区へ給水開始

4. 9 中央管理センタ－開所

5. 22 水循環・再生下水道モデル事業の認定

（松永2・3号雨水幹線）

7. 1 上水道,簡易水道料金改定 7. 1 下水道使用料改定(改定率13.3％)

（改定率19.80％）

1999(　　11) 4. 1 水道料金及び下水道使用料の徴収一元化 4. 1 下水道使用料の徴収を水道局へ委託

2000(　　12) 6. 1 コンビニエンスストア収納開始

9. 1 服部簡易水道を福山市上水道に統合 9. 27 甦る水100選(松永雨水幹線)認定

10. 8 鳥取県西部地震救援活動

（配水管破損応急復旧）実施(～10.9)

2001(　　13) 2. 27 神辺町と「緊急時の応援給水に関する

協定書」締結

3. 24 芸予地震救援活動(応急給水)実施

（～3.25）

2002(　　14) 4. 1 加茂浄水場休止

7. 1 下水道使用料改定(改定率14.56％)

11. 25 第1次取水制限実施

（工業用水20％,農業用水20％）

水道局渇水対策本部設置(～3.10)

12. 20 水道法改正に伴う貯水槽水道の管理に

ついて「福山市水道給水条例」の一部

改正

12. 24 第2次取水制限実施

（工業用水30％,農業用水40％）

2003(　　15) 2. 3 新市町・内海町と合併 2. 3 新市町・内海町と合併

北部業務所新市水道出張所・業務課調 （新市町…1988.2 事業着手,1994.4供用

定係内海分室を設置 　開始）

2. 14 第3次取水制限(緩和)実施

（工業用水20％,農業用水20％）

3. 8 取水制限解除

3. 11 福山市水道局ホームページ開設

4. 1 農業集落排水施設(服部地区)を福山市流

域関連公共下水道へ接続

5. 28 渡上浄水場廃止

6. 27 芦田川河口堰建設完了の公示

10. 明王台浄化センター廃止

2004(    16) 1. 16 駅家町雨木・助元地区へ給水開始

6. 30 駅家浄水場休止

8. 3 千田浄水場通水式

10. 1 水道技術研修センター開所

11. 25 駅家町服部本郷地区へ給水開始

2005(    17) 2. 1 沼隈町と合併 2. 1 沼隈町と合併

営業課沼隈水道出張所を設置 （1996.12 事業着手,2006.4 供用開始）

5. 9 戸手浄水場休止

6. 1 営業課南部出張所を(福山市役所鞆支所

内に)移転
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年　　　次 月 日 水道事業・工業用水道事業の事項 月 日 下水道事業の事項

2006(平成18) 3. 1 神辺町と合併 3. 1 神辺町と合併

神辺営業所を設置 （1988.11 事業着手,1990.8 供用開始）

神辺工業団地汚水処理施設引継ぎ

（小規模下水道）

3. 31 北部営業所新市水道出張所の廃止

工業用水道事業統合

7. 1 市制施行90周年記念式典

8. 28 広島県送水施設事故による応援給水

活動実施(8.28～9.5 江田島市にて)

2007(    19) 2. 1 坊寺簡易水道を福山市上水道に統合

4. 27 高渕浄水場廃止

6. 26 水道水質検査優良試験所規範 6. 15 エコアクション21認証・登録

（水道ＧＬＰ）認定取得 （新浜浄化センター）

12. 7 市民意識調査，事業所アンケート調査

を実施

2008(    20) 2. 1 江良簡易水道を福山市上水道に統合

3. 5 芋原簡易水道事業変更認可 3. 瀬戸処理場廃止

4. 1 南部出張所，沼隈水道出張所を分室と

する

加圧負担金・加圧管理費の廃止

2009(    21) 3. 24 広島県と「応援給水に関する基本協定」

を締結

3. 31 財団法人福山市水道サービス公社解散

6. 2 第1次取水制限実施(工業用水20％)

6. 15 第2次取水制限実施 6. 15 エコアクション21認証・登録更新

（工業用水30％,農業用水30％） （新浜浄化センター）

6. 16 水道局渇水対策本部設置(～7.23)

7. 福山市水道事業中長期ビジョン策定

7. 22 山口市集中豪雨被災地への応援給水

活動実施(～7.28)

7. 23 取水制限解除

10. 15 横路浄水場廃止

10. 30 上水道第六期拡張事業変更認可

（四次分）

芋原簡易水道，山野簡易水道を福山市

上水道に統合

2010(    22) 1. 田村浄水場廃止

9. 16 出原浄水場更新事業着工

2011(    23) 1. 寒波による水道管破裂が多発

（中旬,下旬）

1. 31 「中国地域における工業用水道災害時

等の相互応援に関する協定書」締結

3. 14 東日本大震災被災地への応援給水活動

実施(～4.3)

4. 1 中央ポンプ場供用開始

6. 26 水道水質検査優良試験所規範 6. 15 エコアクション21認証・登録更新

（水道ＧＬＰ）認定更新 （新浜浄化センター）

2012(    24) 3. 14 太陽光発電設備竣工式(箕島浄水場)

3. 19 水道局庁舎東館改修 3. 19 福山市公共下水道事業認可変更
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年　　　次 月 日 水道事業・工業用水道事業の事項 月 日 下水道事業の事項

2012(平成24) 3. 22 福山市流域関連公共下水道事業認可変更

（全体計画見直し　全体計画区域

及び計画区域内人口の変更　計画面積

11,341.2ha　計画人口356,800人）

3. 31 南部分室，沼隈分室，内海分室の廃止

4. 1 建設局下水道部と組織統合し上下水道 4. 1 水道局と組織統合し上下水道局となる

局となる 下水道事業に地方公営企業法の全部を

営業所(東部・西部・北部・神辺)を出張 適用

所とする 営業所(東部・西部・北部・神辺)を出張

所とする

4. 8 神辺町三谷地区へ給水開始

12. 4 市民意識調査，事業所アンケート調査

を実施

2013(　　25) 2. 1 福山市公共下水道事業経営計画策定

3. 29 旧佐波浄水場の3施設(配水池，浄水井

上屋，門)が国の登録有形文化財に登録

6. 11 第1次取水制限実施

（工業用水20％,農業用水20％）

6. 20 取水制限解除

2014(    26) 3. 31 旧佐波浄水場跡地が佐波城山公園とし 3. 31 新浜浄化センター廃止

て開園 （新浜処理区は芦田川処理区へ編入）

4. 1 消費税率及び地方消費税率引上げ 4. 1 消費税率及び地方消費税率引上げ

（8％課税） （8％課税）

中央雨水滞水池供用開始

6. 29 松江市・尾道市と「災害時における相

互応援に関する協定書」締結

2015(    27) 3. 1 上水道料金改定(改定率△0.43％) 3. 1 下水道使用料改定(改定率16.56％)

3. 31 出張所(東部・西部・北部・神辺)の 3. 31 出張所(東部・西部・北部・神辺)の

廃止 廃止

4. 1 営業関連業務の包括委託を実施 4. 1 営業関連業務の包括委託を実施

「ふくやま上下水道料金センター」及 「ふくやま上下水道料金センター」及

び「ふくやま上下水道修繕センター」 び「ふくやま上下水道修繕センター」

を開設 を開設

水道メーター分解・分別業務を市内の

障がい者就労施設へ委託

6. 1 出原浄水場試験通水開始

6. 26 水道水質検査優良試験所規範

（水道ＧＬＰ）認定更新

8. 5 第1回福山市上下水道事業経営審議会 8. 5 第1回福山市上下水道事業経営審議会

開催(第2回10.27，第3回2016.1.26) 開催(第2回10.27，第3回2016.1.26)

8. 20 中央2号・中央5号幹線築造工事修ば

つ式及びシールドマシン発進式

9. 16 水質管理センター開所式

11. 6 福山市公共下水道事業計画変更

2016(    28) 3. 福山上下水道史第三巻発刊 3. 福山上下水道史第三巻発刊

3. 20 走島海底送水管漏水事故が発生

（島内で約19時間断水）

3. 31 出原浄水場更新工事竣工

4. 17 熊本地震への応急給水活動実施(～4.28)
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年　　　次 月 日 水道事業・工業用水道事業の事項 月 日 下水道事業の事項

2016(平成28) 4. 26 第一環境（株）と「災害時における応 4. 26 第一環境（株）と「災害時における応

援に関する協定書」締結 援に関する協定書」締結

（公社）日本下水道管路管理業協会と

「災害時における復旧支援協力に関す

る協定書」締結

4. 28 出原浄水場更新事業(市制施行100周年 4. 28 第4回福山市上下水道事業経営審議会

記念施設整備)完成式 開催(第5回7.25，第6回10.18，第7回

第4回福山市上下水道事業経営審議会 2017.1.13，答申2.1)

開催(第5回7.25，第6回10.18，第7回

2017.1.13，答申2.1)

7. 1 市制施行100周年記念式典 7. 1 市制施行100周年記念式典

2017(    29) 1. 1 汚泥固形燃料化施設(県営芦田川流域下

水道芦田川浄化センター敷地内)の運用

開始[広島県,府中市,福山市,尾道市]

2. 17 福山市上下水道事業中長期ビジョン 2. 17 福山市上下水道事業中長期ビジョン

（経営戦略）の策定 （経営戦略）の策定

3. 31 瀬戸小立処理場廃止

4. 1 中津原浄水場外運転管理及び維持管理

業務委託を実施 6. 15 中央2号・中央5号幹線供用開始

7. 13 走島海底送水管復旧　送水開始

10. 5 産学官共同研究の実施に関する覚書締

結(福山市水道施設におけるエネルギー

最適化ソリューションに関する研究)

[ＪＦＥエンジニアリング,福山市立大

学,福山市上下水道局(～2019.3.31)]

12. 20 水道事業における災害等発生時の相互

応援に関する覚書締結[三原市,尾道市,

福山市,府中市,世羅町,神石高原町,笠

岡市,井原市]

2018(    30) 2. 27 福山市公共下水道事業計画変更

福山市流域関連公共下水道事業計画

変更

3. 1 上下水道料金等システム(再構築)稼働 3. 1 上下水道料金等システム(再構築)稼働

3. 20 第1回第2次福山市上下水道事業経営審議 3. 20 第1回第2次福山市上下水道事業経営審議

会開催(第2回7.23，第3回10.30, 第4回 会開催(第2回7.23，第3回10.30, 第4回

2019.1.22，答申3.28) 2019.1.22，答申3.28)

4. 4 広島県水道広域連携協議会設置

7. 6 平成30年7月豪雨による水道管破損事故

が発生(神村町・赤坂町・加茂町の

一部ほかで断水)(～7.14)

7. 8 平成30年7月豪雨被災地への応援給水

活動等実施(尾道市7.8～18，三原市

7.14～28，呉市7.21～8.2，竹原市

7.24～8.3)

2019(    31) 3. 31 産学官共同研究の実施に関する覚書の

変更覚書締結(福山市水道施設における

エネルギー最適化ソリューションに関

する研究)[有効期間の延長～2021.3.31]

4. 1 広島県下水道事業広域化・共同化検討

会設置
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年　　　次 月 日 水道事業・工業用水道事業の事項 月 日 下水道事業の事項

2019(令和元) 9. 20 抜本的な浸水対策を推進するための「福

山市手城川流域における床上浸水被害解

消プラン」が国土交通省の「100㎜/h安

心プラン」に登録

10. 1 消費税率及び地方消費税率引上げ（10％ 10. 1 消費税率及び地方消費税率引上げ（10％

課税），軽減税率制度の実施（8％） 課税），軽減税率制度の実施（8％）

水道法の一部を改正する法律の施行

（広域連携，官民連携の推進等）

福山市水道給水条例の一部改正

（指定給水装置工事事業者指定更新手数料の更新）

2020(　　 2) 3. 25 福山市公共下水道事業計画変更

福山市流域関連公共下水道事業計画変更

4. 1 営業関連業務等包括委託の拡大 4. 1 営業関連業務等包括委託の拡大

（給排水関連窓口業務等） （給排水関連窓口業務等）

7. 1 工業用水道料金改定（改定率△8.9％）

9. 30 「広島県水道広域連携推進方針」に対し

て，「統合以外の連携」を選択（広島県

へ回答）

10. 30 市民意識調査，事業所アンケート調査 10. 30 市民意識調査，事業所アンケート調査

を実施 を実施

2021(　　 3) 3. 12 福山市流域関連公共下水道事業計画変更

3. 16 第1回第3次福山市上下水道事業経営審議 3. 16 第1回第3次福山市上下水道事業経営審議

会開催 会開催

3. 31 熊野浄水場廃止

産学官共同研究の実施に関する覚書の

変更覚書締結(福山市水道施設における

エネルギー最適化ソリューションに関

する研究)[有効期間の延長～2022.3.31]

4. 1 広島県下水道事業広域化・共同化推進

会議設置

高西東新涯ポンプ場供用開始

6. 30 第2回第3次福山市上下水道事業経営審議 6. 30 第2回第3次福山市上下水道事業経営審議

会開催(第3回10.28, 第4回12.20， 会開催(第3回10.28, 第4回12.20，

答申2022.1.24) 答申2022.1.24)

8. 27 機織排水区雨水貯留施設供用開始

2022(　　 4) 2. 1 福山市公共下水道及び福山市流域関連

公共下水道事業計画変更

3. 25 福山市上下水道事業中長期ビジョン 3. 25 福山市上下水道事業中長期ビジョン

（経営戦略）の改定 （経営戦略）の改定

福山市上下水道事業中長期ビジョン 福山市上下水道事業中長期ビジョン

（経営戦略）後期実施計画の策定 （経営戦略）後期実施計画の策定

4. 1 中津原浄水場外運転管理及び維持管理

業務委託の拡大

（加圧施設維持管理業務等）

-10-



2 機構及び職制
(1) 機　構

浄 水 担 当

施 設 整 備 課
財 務 担 当 管 路 改 良 担 当

経 理 担 当

給 水 担 当

管 財 担 当
管 路 維 持 課

給 水 担 当

排 水 設 備 担 当

上 下 水 道 事 業 管 理 者

経 営 管 理 部 工 務 部 施 設 部

上 下 水 道 総 務 課 上 下 水 道 計 画 課 水 づ く り 課

〔2022年（令和4年）4月1日〕

総 務 担 当 管 理 担 当

職 員 担 当 水 道 担 当

管 理 担 当

経 理 担 当 配 水 第 １ 担 当

加 圧 担 当

排 水 担 当

施 設 整 備 課

経 営 企 画 担 当 配 水 第 ２ 担 当

広 報 広 聴 担 当 下 水 道 担 当

財 務 経 営 課 管 路 整 備 課

財 務 担 当

料 金 担 当

技 術 管 理 担 当

普 及 促 進 担 当

管 財 契 約 課

管 路 維 持 課

お 客 さ ま サ ー ビ ス 課

調 査 担 当

管 財 担 当

契 約 担 当

下 水 第 １ 担 当

施 設 担 当

設 備 担 当

維 持 担 当

管 路 改 良 担 当

水 質 管 理 セ ン タ ー

雨 水 担 当

下 水 第 ２ 担 当

上 下 水 道 事 業 管 理 者 〔2021年（令和3年）4月1日〕

経 営 管 理 部 工 務 部 施 設 部

上 下 水 道 総 務 課 上 下 水 道 計 画 課 水 づ く り 課

総 務 担 当 管 理 担 当 管 理 担 当

職 員 担 当 水 道 担 当 浄 水 担 当

広 報 広 聴 担 当 下 水 道 担 当 加 圧 担 当

排 水 担 当
財 務 経 営 課 管 路 整 備 課

配 水 第 １ 担 当 施 設 担 当

経 営 企 画 担 当 配 水 第 ２ 担 当 設 備 担 当

下 水 第 １ 担 当 雨 水 担 当
管 財 契 約 課

下 水 第 ２ 担 当
水 質 管 理 セ ン タ ー

普 及 促 進 担 当

排 水 設 備 担 当

契 約 担 当

技 術 管 理 担 当 調 査 担 当

維 持 担 当
お 客 さ ま サ ー ビ ス 課

料 金 担 当
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(2) 年度別職員定数・職員数
（単位：人）

参考 （単位：人）

※ 定数は，4月1日現在であり，2022年度(令和4年度)は255人である。

　 また，[　]内は，再任用短時間勤務職員で外数である。

※ 管理者は特別職であるため，含めない。

(3) 職員数・配置  〔 2022年(令和4年)3月31日現在 〕

（単位：人）

総

務

職

員

広

報

広

聴

財

務

経

理

経

営

企

画

管

財

契

約

技

術

管

理

料

金

普

及

促

進

給

水

排

水

設

備

管

理

水

道

下

水

道

管

路

改

良

配

水

第

１

配

水

第

２

下

水

第

１

下

水

第

２

調

査

維

持

管

理

浄

水

加

圧

排

水

施

設

設

備

雨

水

総 数 229

管 理 者 1

部 長 級 3

課 長 級 14

課長補佐級 6

次 長 級 30

主 事 45

技 師 130

短時間勤務 9

※ 再任用短時間勤務職員は総数に含めない。

　 ・部長級…部長　・課長級…課長,所長　・課長補佐級…課長補佐　・次長級…次長,調整員（政策担当）

参考〔 2022年(令和4年)4月1日現在 〕

（単位：人）

総

務

職

員

広

報

広

聴

財

務

経

理

経

営

企

画

管

財

契

約

技

術

管

理

料

金

普

及

促

進

給

水

排

水

設

備

管

理

水

道

下

水

道

管

路

改

良

配

水

第

１

配

水

第

２

下

水

第

１

下

水

第

２

調

査

維

持

管

理

浄

水

加

圧

排

水

施

設

設

備

雨

水

総 数 226

管 理 者 1

部 長 級 3

課 長 級 14

課長補佐級 6

次 長 級 29

主 事 45

技 師 128

短時間勤務 6

※ 再任用短時間勤務職員は総数に含めない。

　 ・部長級…部長　・課長級…課長,所長　・課長補佐級…課長補佐　・次長級…次長,調整員（政策担当）

1 4 4

職　種　別
（担当制）

上下水道
総 務 課

財　務
経営課

管　財
契約課

お客さま
サービス課

上下水道
計画課

管路整備課
管路

水づくり課維持

課

1 2 3 9 10 38 16 23 19

10 10 7 13 3 2

2 3 3 4 2 4 3 5 3

1 2 1 1 2

1 1 1 1 1 1

1 1 1

921

1

財　務
経営課

上下水道
計画課

お客さま
サービス課

水づくり課

1

1

1

20 3045

2

1

18

2

1

1 2

1

17 1729

1

5

4

14

2

1 2

10

38

1

1

1

19

3

11

3

169

3

10

13

3 3

11

3

7

3

1

1

11

水質管理
センター

9

水質管理
センター

11

1

1

管路

維持

課

5

4 3

1

1

1

施　設
整備課

25

2

施　設
整備課

2021年度

29 18 45 20 33 25

2

年　度 定　数
職　員　数

4/1現在 3/31現在

2017年度 255 237[39]

管路整備課
上下水道
総 務 課

管　財
契約課

職　種　別
（担当制）

17 17 14

1

1 2 1 2

新規採用者数 退職者数

7

4

6

6

6

2

年　度

2017年度

2018年度

2019年度

2021年度 255 228[9] 228[9]

4 -2020年度 255 229[13] 229[13] 2020年度

236[39]

2018年度 255 231[32] 231[32]

2019年度 255 230[25] 229[25]
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(4) 会計別職員数

ア 水道事業会計 （単位：人）

イ 工業用水道事業会計 （単位：人）

ウ 下水道事業会計 （単位：人）

エ 合計 （単位：人）

※ 特別職1名は，上下水道事業管理者であり，上下水道事業経営審議会委員は含めない。

　 なお，上下水道事業経営審議会委員は以下のとおり。

　 　2021年度（令和3年度）　水道事業会計 損益勘定支弁職員5名，下水道事業会計 損益勘定支弁職員5名

　 　2022年度（令和4年度）　水道事業会計 損益勘定支弁職員5名，下水道事業会計 損益勘定支弁職員5名

※ ［　］内は，短時間勤務職員で外数である。

69 [10]

[-]

 2021年度末 2022年度当初

特別職

一般職
計 特別職

一般職
計会計年度

任用職員以外
会計年度
任用職員

会計年度
任用職員以外

会計年度
任用職員

43 [-]

[6]1 66 [4] 1 [2] 68損益勘定支弁職員 1 68 [6] － [4]

合　計 1 111 [6] － [4]

資本勘定支弁職員 － 43 [-] － [-] 43 [-] －

 2021年度末 2022年度当初

特別職

一般職
計 特別職

一般職

112 [10] 1 109 [4] 1

計会計年度
任用職員以外

会計年度
任用職員

会計年度
任用職員以外

会計年度
任用職員

43 [-] －

[1] 27 [1]－ 27 [-]

[2] 111 [6]

[-] 27 [1]損益勘定支弁職員 － 27 [1] － －

[-] 7 [-]

合　計 － 34 [1] － [-] 34

7 [-] － 7 [-] －

34 [1]

資本勘定支弁職員 － 7 [-] － [-]

[1] － 34 [-] － [1]

会計年度
任用職員以外

会計年度
任用職員

会計年度
任用職員以外

会計年度
任用職員

[1] 42 [3]－ 41 [2] 1

 2021年度末 2022年度当初

特別職

一般職
計 特別職

一般職
計

－ 42 [-] － [-] 42

43 [3]損益勘定支弁職員 － 41 [2] 2 [1]

41 [-]

合　計 － 83 [2] 2 [1] 85 [3]

[-] － 41 [-] － [-]

[3]－ 82 [2] 1 [1] 83

資本勘定支弁職員

137 [10]1 134 [6] 2 [4]

 2021年度末 2022年度当初

特別職

一般職
計 特別職

一般職
計会計年度

任用職員以外
会計年度
任用職員

会計年度
任用職員以外

会計年度
任用職員

92 [-] － [-] 92 [-]

[14]損益勘定支弁職員 1 136 [9] 2 [5] 139

225 [6] 2 [4] 228 [10]

[-]

合　計 1 228 [9] 2 [5] 231 [14] 1

－ 91 [-] － [-] 91資本勘定支弁職員 －
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(5) 職員構成　〔 2022年(令和4年)3月31日 〕

◆ 勤続年数 ◆ 年齢

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％

※ 再任用フルタイム勤務職員4名を除く。 ※ 再任用フルタイム勤務職員4名を除く。

(6) 給　与　〔 2022年(令和4年)3月分 〕

（単位：人,円）

※ 再任用フルタイム勤務職員4名を含む。

※ 休業・休職1名は除く。

総　　　　数 224 100.0 総　　　　数 224 100.0

年　数　別 人数 構成比 年　齢　別 人数 構成比

 1年以上～ 3年未満 8 3.6 　20歳以上～25歳未満 4 1.8

　　　 　　1年未満 0 0.0             20歳未満 0 0.0

 5年以上～10年未満 44 19.6 　30歳以上～35歳未満 26 11.6

 3年以上～ 5年未満 8 3.6 　25歳以上～30歳未満 24 10.7

15年以上～20年未満 25 11.1 　40歳以上～45歳未満 37 16.5

10年以上～15年未満 58 25.9 　35歳以上～40歳未満 51 22.8

25年以上～30年未満 38 17.0 　50歳以上～55歳未満 38 17.0

20年以上～25年未満 11 4.9 　45歳以上～50歳未満 30 13.4

　60歳以上 2 0.9

 30年以上 32 14.3 　55歳以上～60歳未満 12 5.3

一人平均

本俸総額 その他 給　与 本　　俸 給　　与

平均勤続年数 16年 8月 平均年齢 40歳 10月

職制別 人員 給与総額
基　準　内　給　与 基準外 一人平均

325,912 379,998総 数 227 86,259,584 73,981,947 2,877,446 9,400,191

課 長 14 7,458,700 6,143,400 194,000 1,121,300 438,814 532,764

部 長 3 1,691,600 1,402,800 26,000 262,800 467,600 563,867

非役付職員 174 61,118,552 52,402,147 1,988,446 6,727,959

404,833 466,548

次 長 30 13,191,442 11,604,600 555,000 1,031,842 386,820 439,715

課 長 補 佐 6 2,799,290 2,429,000 114,000 256,290

301,162 351,256
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(7) 分掌事務

 [ 2022年(令和4年)4月1日 ]

 経 営 管 理 部

 上下水道総務課

(1) 局の秘書並びに各部課かいとの連絡及び総合調整に関 (14) 職員の定数及び配置に関すること。

すること。 (15) 職員の任免、分限、懲戒、服務及び表彰に関する

(2) 市議会関係の総括に関すること。 こと。

(3) 文書の収受及び発送に関すること。 (16) 職員の採用試験及び研修に関すること。

(4) 文書の整理及び保存の総括に関すること。 (17) 職員の給与及び労務に関すること。 

(5) 重要文書の審査に関すること。 (18) 職員の旅費に関すること。 

(6) 公文番号及び公示に関すること。 (19) 職員の労働組合に関すること。 

(7) 帳票の管理及び図書の登録に関すること。 (20) 職員の公務災害、安全管理及び衛生管理に関する

(8) 公印の管理に関すること。 こと。 

(9) 条例及び規則に関すること。 (21) 職員の福利厚生に関すること。

(10) 企業管理規程及び訓令に関すること。 (22) 職員の共済組合に関すること。

(11) 日本水道協会等に関すること。 (23) その他人事及び職員に関すること。

(12) 防災に関すること（災害対応の技術的な統括に関する (24) 課の予算及び資産の維持管理に関すること。

事務を除く。）。 (25) 局、部及び課の庶務並びに課の統計に関すること。

(13) 広報及び広聴に関すること。

 財務経営課

(1) 予算に関すること。 (11) 重要施策に関する企画及び総合調整に関すること。

(2) 財政計画に関すること。 (12) 主要事業の進行管理に関すること。

(3) 経営分析に関すること。 (13) 局の総合計画に関すること。

(4) 決算に関すること。 (14) 統計及び事業年報の総括に関すること。

(5) 資金計画及び資金運用に関すること。 (15) 特命事項に関すること。

(6) 現金及び有価証券の出納並びに保管に関すること。 (16) 情報化施策に関すること。

(7) 証拠書類等の保管に関すること。 (17) 県用水供給事業等との連絡調整に関すること。

(8) 指定金融機関等に関すること。 (18) 公印の管守に関すること。

(9) 収入、支出、振替伝票等の審査に関すること。 (19) 課の予算及び資産の維持管理に関すること。

(10) 局内の行財政改革の取組の推進に関すること。 (20) 課の庶務に関すること。

 管財契約課

(1) 資産の取得、管理及び処分の総括管理に関すること。 (13) その他契約に関すること。

(2) 資産の損害保険に関すること。 (14) 貯蔵品の準備計画、出納及び保管の総括に関する

(3) 普通固定資産の管理、貸付及び処分に関すること。 こと。

(4) 企業用固定資産の使用許可の総括に関すること。 (15) 棚卸資産及び資材の処分に関すること。

(5) 工事精算書の保管に関すること。 (16) その他資材、物品等の管理に関すること。

(6) 庁舎及びその構内の管理に関すること。 (17) 工事の検査に関すること。

(7) 局用自動車の使用、修繕、点検、整備及び損害保険の (18) 工事の技術管理に関すること。

総括に関すること。 (19) 工事の施工方法等の調査及び研究に関すること。

(8) その他資産の管理に関すること。 (20) 技術支援に関すること。

(9) 工事及び製造の請負契約に関すること。 (21) 水道技術研修センターに関すること。

(10) 業務、作業等の委託契約に関すること。 (22) 公印の管守に関すること。

(11) 物品に関する購買、貸借等の契約に関すること。 (23) 課の予算及び資産の維持管理に関すること。

(12) 競争入札参加者の資格及び指名並びに審査会に関する (24) 課の庶務及び統計に関すること。

こと。
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 お客さまサービス課

(1) 水道料金、下水道使用料、下水道事業受益者負担金、 (11) 給水装置工事に関すること。

手数料その他諸収入等に関すること。 (12) 受水槽以下装置の調査及び指導に関すること。

(2) 窓口業務に関すること。 (13) 指定給水装置工事事業者に関すること。

(3) 口座振替等に関すること。 (14) 給水台帳の作成及び保管に関すること。

(4) 水道メーターの検針に関すること。 (15) 水洗便所改造資金に関すること。

(5) 使用水量の認定に関すること。 (16) 排水設備指定工事店に関すること。

(6) 下水道事業受益者負担金等に関すること。 (17) 排水設備に関すること。

(7) 未納整理に関すること。 (18) 取付管工事に関すること。

(8) 水洗便所及び排水設備の普及促進及び指導に関するこ (19) 止水板の設置補助に関すること。

と。 (20) 水道メーターに関すること。

(9) 私道における下水道の受付及び審査に関すること。 (21) 課の予算及び資産の維持管理に関すること。

(10) 加入金に関すること。 (22) 課の庶務及び統計に関すること。

 工 務 部

 上下水道計画課

(1) 水道、工業用水道及び下水道の事業計画等の総合計画 (6) 水源及び水利権に関すること。

に関すること。 (7) 災害対応の技術的な統括に関すること。

(2) 事業計画に伴う負担金及び用地交渉に関すること。 (8) 工業用水道の給水契約等に関すること。

(3) 開発行為等に伴う給水施設及び下水道施設の申請及び (9) 水道技術管理者の事務に関すること。

指導監督に関すること。 (10) 課の予算及び資産の維持管理に関すること。 

(4) 企業債に関すること。 (11) 部及び課の庶務並びに課の統計に関すること。

(5) 補助金及び交付金等に関すること。

 管路整備課

(1) 配水管等及び下水道管渠等の工事に関すること。 (4) 配水管等及び下水道管渠等の資材規格の制定及び

(2) 工事に伴う用地買収事務及び登記事務に関すること。 認定に関すること。

(3) 工事設計単価及び歩掛りに関すること。 (5) 課の予算及び資産の維持管理に関すること。 

(6) 課の庶務及び統計に関すること。 

 管路維持課

(1) 配水管等及び下水道管渠等の維持管理の調査及び修繕 (4) 修繕材料及び機材等の保管管理に関すること。

工事に関すること。 (5) 県用水供給事業からの受水に関すること。

(2) 配水管等及び下水道管渠等の管理台帳の作成及び保管 (6) 課の予算及び資産の維持管理に関すること。

に関すること。 (7) 課の庶務及び統計に関すること。

(3) 配水管等及び下水道管渠等の占用許可申請の更新に関

すること。

 施 設 部

 水づくり課

(1) 浄水場施設の維持管理に関すること。 (6) 放流水の指導等に関すること。

(2) 加圧ポンプ所等の維持管理に関すること。 (7) 課の予算及び資産の維持管理に関すること。

(3) 下水道施設等の維持管理に関すること。 (8) 公印の管守に関すること。

(4) 三川ダム、八田原ダム等の水源に関すること。 (9) 部及び課の庶務並びに課の統計に関すること。

(5) 特定事業場の排水に係る規制及び指導に関すること。
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 施設整備課

(1) 水道施設、工業用水道施設及び下水道施設の工事に関 (3) 課の予算及び資産の維持管理に関すること。

すること。 (4) 課の庶務及び統計に関すること。

(2) 工事に伴う用地買収事務及び登記事務に関すること。

 水質管理センター

(1) 浄水処理過程及び給配水系統の水質管理に関すること。(5) 放流水の水質検査に関すること。

(2) 水源水域の水質調査に関すること。 (6) センターの予算及び資産の維持管理に関すること。

(3) 水質汚濁防止に関すること。 (7) センターの庶務及び統計に関すること。

(4) 水質及び技術改善の研究に関すること。
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3 主要統計

(1) 水道事業

ア 普及状況

単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

人 468,987 468,380 467,837 465,402 461,664

世帯 206,888 209,148 211,391 212,621 212,564

ha 28,351 28,351 28,351 28,351 28,351

A 人 468,562 467,958 467,476 465,054 461,319

B 世帯 206,632 208,899 211,160 212,394 212,339

C 人 448,648 448,069 447,786 445,625 442,243

D 世帯 198,827 201,139 203,336 204,606 204,621

戸 209,300 210,977 212,651 213,864 215,800

C/A ％ 95.7 95.7 95.8 95.8 95.9

D/B ％ 96.2 96.3 96.3 96.3 96.4

※ 人口及び世帯数は，外国人登録者分を含む。

※ 給水戸数は，各年度6期の調定戸数で臨時用を除く。

イ 給水状況

単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

E ㎥ 50,659,773 50,544,633 50,141,334 50,159,495 49,024,269

F ㎥ 157,808 158,812 147,585 165,829 145,582

2月8日 7月9日 7月30日 1月9日 7月29日

G ㎥ 138,794 138,478 136,998 137,423 134,313

F/C ℓ 352 354 330 372 329

G/C ℓ 309 309 306 308 304

H ㎥ 47,440,720 47,324,499 47,482,190 47,719,161 46,967,298

H/E ％ 93.65 93.63 94.70 95.13 95.80

G/F ％ 88.0 87.2 92.8 82.9 92.3

※1 平成30年7月豪雨に係る県用水への応援水量のうち福山市受水分を除く。中津原浄水場での販売水量を含む。

※2 平成30年7月豪雨に係る県用水への応援水量を含む。

項　　　　目

行 政 区 域 内 人 口

〃 世 帯 数

給 水 区 域 内 人 口

給 水 世 帯 数 普 及 率

給 水 区 域 面 積

給 水 人 口

給 水 人 口 普 及 率

一人一日平均配水量

〃 世 帯 数

一人一日最大配水量

給 水 戸 数

負 荷 率

項　　　　　目

配 水 量

一 日 最 大 配 水 量

月・日

有 収 率

一 日 平 均 配 水 量

〃 世 帯 数

有 収 水 量

※2

※1
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ウ　配水量分析

単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

E ㎥ 50,659,773 50,544,633 50,141,334 50,159,495 49,024,269

I ㎥ 48,462,862 48,306,784 48,468,789 48,716,383 47,973,539

有 収 水 量 H ㎥ 47,440,720 47,324,499 47,482,190 47,719,161 46,967,298

無 収 水 量 ㎥ 1,022,142 982,285 986,599 997,222 1,006,241

㎥ 2,196,911 2,237,849 1,672,545 1,443,112 1,050,730

I/E ％ 95.66 95.57 96.66 97.12 97.86

H/E ％ 93.65 93.63 94.70 95.13 95.80

(2) 工業用水道事業

単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

箇所 27 28 28 27 27

㎥/日 228,175 227,325 227,325 235,025 235,025

㎥ 81,065,371 81,006,035 86,020,222 85,140,844 89,760,975

㎥ 59,314,673 61,846,731 60,493,354 61,119,177 61,493,765

㎥ 21,750,698 19,159,304 25,526,868 24,021,667 28,267,210

A ㎥ 80,439,260 80,429,903 85,421,094 84,518,805 89,191,425

㎥ 59,005,883 61,535,661 60,144,225 60,754,891 61,222,301

㎥ 21,433,377 18,894,242 25,276,869 23,763,914 27,969,124

B ㎥ 259,109 266,893 268,423 265,723 276,301

8月21日 9月28日 9月9日 11月6日 8月2日

C ㎥ 220,382 220,356 233,391 231,558 244,360

D ㎥ 79,882,189 79,737,864 84,801,635 83,814,282 88,567,873

㎥ 58,705,936 61,204,924 59,808,680 60,485,570 60,931,750

㎥ 21,176,253 18,532,940 24,992,955 23,328,712 27,636,123

D/A ％ 99.31 99.14 99.27 99.17 99.30

C/B ％ 85.1 82.6 86.9 87.1 88.4

※ 契約水量は，各年度の3月末時点のものである。

有 効 水 量

無 効 水 量

有 収 率

一 日 最 大 配 水 量

契 約 水 量

取 水 量

配 水 量

項　　　　　目

項　　　　　目

負 荷 率

有 収 水 量

有 収 率

給 水 事 業 所 数

一 日 平 均 配 水 量

月・日

中津原浄水場系

箕 島 浄 水 場 系

中津原浄水場系

箕 島 浄 水 場 系

中津原浄水場系

箕 島 浄 水 場 系

配 水 量

有 効 率
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(3) 下水道事業

単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

面 積 A ha 11,341.2 11,341.2 11,341.2 11,341.2 10,191.9

処理人口 人 356,800 356,800 356,800 356,800 371,200

面 積 ha 8,640.6 8,640.6 8,640.6 8,640.6 8,626.1

処理人口 人 347,960 347,960 347,960 347,960 382,380

面 積 ha 51,814 51,814 51,814 51,772 51,772

人 口 B 人 468,987 468,380 467,837 465,402 461,664

世 帯 数 世帯 206,888 209,148 211,391 212,621 212,564

面 積 C ha 7,210.7 7,306.8 7,325.2 7,338.6 7,351.5

人 口 D 人 340,672 342,152 347,322 350,448 351,267

世 帯 数 E 世帯 150,283 152,783 156,937 160,104 163,463

C/A ％ 63.6 64.4 64.6 64.7 72.1 

F 人 318,745 321,324 327,536 332,295 334,436

(人) F/D ％ 93.6 93.9 94.3 94.8 95.2

G 世帯 140,618 143,513 148,072 151,912 155,860

(世帯) G/E ％ 93.6 93.9 94.4 94.9 95.3

戸 154,320 156,564 158,798 160,275 162,232

D/B ％ 72.6 73.1 74.2 75.3 76.1

H ㎥ 41,461,084 41,439,136 39,361,810 41,431,764 40,773,620 

I ㎥ 35,475,356 35,632,028 35,625,984 36,066,649 35,780,280 

I/H ％ 85.6 86.0 90.5 87.1 87.8 

最 大 ㎥/日 157,841 174,111 147,603 150,801 132,278 

平 均 ㎥/日 111,254 110,318 104,965 110,581 108,457 

※ 人口及び世帯数は，外国人登録者分を含む。

※ 全体計画・事業計画区域面積及び処理人口は，服部地区農業集落排水施設分を含む。

　 全体計画の目標年次は2044年度（令和26年度），事業計画の目標年次は2026年度（令和8年度）である。

※ 有収水量には，尾道市浄化センターで処理をする福山市高西町の水量を含む。（2019年度（令和元年度） 

　 1,020㎥，2020年度（令和2年度） 4,226㎥，2021年度（令和3年度） 4,519㎥）

項　　　　目

全 体 計 画

事業計画区域

行 政 区 域 内

晴 天 時
処 理 水 量

水 洗 化 率

処 理 区 域 内

水 洗 化 率

面 積 整 備 率

有 収 率

有 収 水 量

汚 水 処 理 水 量

公共下水道人口普及率

排 水 戸 数

水 洗 化 世 帯 数

水 洗 化 人 口
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4 施設の耐震化等状況

(1) 水道事業

(2) 工業用水道事業

(3) 下水道事業

71.0

0.0

67.9

2020年度

4.3

38.8

55.0

2020年度

30.8

25.8

74.2

75.9

44.4

61.2

2020年度

61.4

管渠老朽化率
法定耐用年数を経過した管渠延長 98,563

都市浸水対策達成率
整備済面積 3,433.7

管渠総延長 1,887,370

管渠の耐震化率
耐震管延長 737,847

市街地で雨水対策が必要な面積 6,227.5

管渠総延長 1,887,370

管路総延長 56,375

配水池等総容量 28,917.85

項　　目 算出基礎

配水池の耐震化率
耐震対策の施された配水池有効容量 19,621.60

管路経年化率
法定耐用年数を経過した管路延長 34,649

浄水施設の耐震化率
耐震対策の施された浄水施設能力 0 ㎥/日

管路総延長 56,375

管路の耐震化率
耐震管延長 40,030

全浄水施設能力 293,000 ㎥/日

配水池等総容量 165,276.79

項　　目 算出基礎

配水池の耐震化率
耐震対策の施された配水池有効容量 108,554.47 ㎥

㎥

全浄水施設能力 191,770 ㎥/日

基幹管路延長 142,529

ｍ

浄水施設の耐震化率
耐震対策の施された浄水施設能力 85,200 ㎥/日

管路総延長 2,826,060

基幹管路耐震化率
基幹管路耐震管延長 106,559

管路の耐震化率
耐震管延長 764,350

基幹管路耐震適合率
耐震適合性のある基幹管路延長 109,069

基幹管路延長 142,529

ｍ

ｍ

ｍ

管路経年化率
法定耐用年数を経過した管路延長 881,200

項　　目 算出基礎

管路総延長 2,826,060

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

61.4

71.0

0.0

67.9

2019年度

3.1

38.5

54.4

2019年度

30.5

24.8

73.6

44.0

60.0

2019年度

75.4

55.1

61.5

71.0

0.0

67.9

2021年度

5.2

39.1

2021年度

31.2

27.0

74.8

76.5

44.4

65.7

2021年度

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

ha

ha

㎥

㎥
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5 料金・使用料の変遷

(1) 水道料金〔1980(昭和55).9.1以降〕

・10㎥まで 550円 ・10㎥まで 650円 ・10㎥まで 770円

・11㎥～15㎥まで ・11㎥～15㎥まで 消費税導入 ・11㎥～15㎥まで

1㎥につき 85円 1㎥につき 100円 (3％課税) 1㎥につき 120円

・16㎥～20㎥まで ・16㎥～20㎥まで ・16㎥～20㎥まで

1㎥につき 100円 1㎥につき 120円 1㎥につき 145円

・21㎥～30㎥まで ・21㎥～30㎥まで ・21㎥～30㎥まで

1㎥につき 125円 1㎥につき 150円 1㎥につき 180円

・31㎥以上 ・31㎥以上 ・31㎥以上

1㎥につき 135円 1㎥につき 160円 1㎥につき 195円

・7㎥まで 295円 ・7㎥まで 350円 共用給水装置を廃止

・8㎥～15㎥まで ・8㎥～15㎥まで

1㎥につき 85円 1㎥につき 100円

・16㎥～20㎥まで ・16㎥～20㎥まで

1㎥につき 100円 1㎥につき 120円

・21㎥～30㎥まで ・21㎥～30㎥まで

1㎥につき 125円 1㎥につき 150円

・31㎥以上 ・31㎥以上

1㎥につき 135円 1㎥につき 160円

・10㎥まで 550円 ・10㎥まで 650円 ・10㎥まで 770円

・11㎥以上 ・11㎥以上 ・11㎥以上

1㎥につき 55円 1㎥につき 65円 1㎥につき 77円

・10㎥まで 1,700円 ・10㎥まで 2,000円 ・10㎥まで 2,500円

・11㎥以上 ・11㎥以上 ・11㎥以上

1㎥につき 170円 1㎥につき 200円 1㎥につき 250円

・無料 ・無料 ・無料

・私設消火栓演習使用1栓 ・同1栓 ・同1栓

1回10分毎 700円 1回10分毎 700円 1回10分毎 1,300円

計
量
制

(

1
か
月
に
つ
き

)

一
般
用

料金は，左の表に
より算出した基本
料金及び超過料金
の合計額に100分の
103を乗じて得た額
とする。この場合
において,1円未満
の端数を生じたと
きは，その端数を
切り捨てるものと
する。

種別 1980(昭和55).9.1～ 1986(昭和61).4.1～
1989(平成元).

4.1～
1994(平成6).4.1～

公
衆
浴
場
用

共
用

(

一
戸
に
つ
き

)

臨
時
用

備
　
　
考

消
火
用
水

メ
ー
タ
ー

使
用
料

平 均
改定率 44.98% 18.80% 19.74%
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・10㎥まで 920円 ・基本料金 720円

・11㎥～15㎥まで ・10㎥まで 920円 ・1㎥～10㎥まで

1㎥につき 144円 ・11㎥～15㎥まで 1㎥につき 20円

・16㎥～20㎥まで 1㎥につき 144円 ・11㎥～15㎥まで

1㎥につき 174円 ・16㎥～20㎥まで 1㎥につき 144円

・21㎥～30㎥まで 1㎥につき 174円 ・16㎥～20㎥まで

1㎥につき 217円 ・21㎥～30㎥まで 1㎥につき 174円

・31㎥以上 1㎥につき 179円 ・21㎥～30㎥まで

1㎥につき 235円 ・31㎥以上 1㎥につき 217円

1㎥につき 188円 ・31㎥以上

・10㎥まで 920円 ・基本料金 720円

・11㎥以上 ・1㎥～10㎥まで

1㎥につき 92円 1㎥につき 20円

・11㎥以上

1㎥につき 92円

・10㎥まで 3,000円 ・基本料金 2,800円

・11㎥以上 ・1㎥～10㎥まで

1㎥につき 300円 1㎥につき 20円

・11㎥以上

1㎥につき 300円

・無料 ・無料

・同1栓 ・同1栓

1回10分毎 1,300円 1回10分毎 1,300円

基本水量制の廃止

1か月につき10㎥まで
の分について，従量料
金単価（1㎥につき20
円）を新設

2014(平成26).
4.1～

1㎥につき 235円

△0.43%

1998(平成10).7.1～
2003(平成15).4.1～2006(平成18).3.31

1997(平成9).
4.1～

料金は，左の
表により算出
した基本料金
及び超過料金
の合計額に
100分の105を
乗じて得た額
とする。この
場合におい
て,1円未満の
端数を生じた
ときは，その
端数を切り捨
てるものとす
る。

19.80%

2019(令和元).
10.1～

消費税率及び
地方消費税率
引上げ

料金は，左の
表により算出
した基本料金
及び超過料金
の合計額に
100分の110を
乗じて得た額
とする。この
場合におい
て,1円未満の
端数を生じた
ときは，その
端数を切り捨
てるものとす
る。

消費税率及び
地方消費税率
引上げ

料金は，左の
表により算出
した基本料金
及び超過料金
の合計額に
100分の108を
乗じて得た額
とする。この
場合におい
て,1円未満の
端数を生じた
ときは，その
端数を切り捨
てるものとす
る。

2015(平成27).3.1～

合併に伴い新市地区
の水道料金について
は，2003年度（平成
15年度）1期分から3
か年の緩和措置を講
じる。

消費税率引上
げ及び地方消
費税導入

新市地区緩和措置料金単価

(5％課税) (8％課税) (10％課税)
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(2) 工業用水道料金

・基本水量 ・基本使用水量

1㎥につき 1㎥につき

　　 4円50銭 4円50銭

・超過水量 ・超過使用水量

1㎥につき 1㎥につき

4円50銭 4円50銭

・基本使用水量

1㎥につき

6円

・超過使用水量

1㎥につき

6円

※

 

・基本使用水量 ・基本使用水量 ・基本使用水量 ・基本使用水量　

1㎥につき　 1㎥につき　 1㎥につき　 1㎥につき　

2円50銭 2円50銭 2円50銭 2円50銭

・超過使用水量 ・超過使用水量 ・超過使用水量 ・超過使用水量　

1㎥につき　 1㎥につき　 1㎥につき　 1㎥につき　

2円50銭 3円50銭 4円50銭 4円50銭

福
山
市
工
業
用
水
道
事
業

福
山
市
蓮
池
工
業
用
水
道
事
業

超過
料率

基本
料率

基本
料率

基本
料率

超過
料率

超過
料率

超過
料率

基本
料率

超過
料率

基本
料率

福
山
市
臨
海
工
業
用
水
道
事
業

福山市臨海工業用水
道条例

超過
料率

超過
料率

第
2
種

第1種とは,初期臨海工業用水
道施設(施設能力1日120,000
㎥)から供給を受ける場合を
いう。ただし，使用水量1日
120,000㎥を超える部分は,第
2種とみなす。
第2種とは，第2期臨海工業用
水道施設(施設能力1日
120,000㎥)から供給を受ける
場合をいう。

基本
料率 第

1
種

 

福山市工業用水道条例 福山市蓮池工業用水
道条例に名称変更

1958(昭和33).4.1～ 1960(昭和35).4.1～ 1965(昭和40).4.1～ 1969(昭和44).7.1～

基本
料率
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・基本使用水量 ・基本使用水量 ・基本使用水量 ・基本使用水量

1㎥につき 1㎥につき 1㎥につき 1㎥につき

6円 10円30銭 10円30銭 16円50銭

・超過使用水量 ・超過使用水量 ・超過使用水量 ・超過使用水量

1㎥につき 1㎥につき 1㎥につき 1㎥につき

6円 10円30銭 10円30銭 25円

・基本使用水量 ・基本使用水量

1㎥につき 1㎥につき

6円 35円

・超過使用水量 ・超過使用水量

1㎥につき 1㎥につき

6円 50円

・基本使用水量

1㎥につき

16円50銭

・超過使用水量

1㎥につき

25円

※

　 
※

・基本使用水量

1㎥につき

35円

・超過使用水量

1㎥につき

35円

・基本使用水量

1㎥につき

10円30銭

・超過使用水量

1㎥につき

10円30銭

・基本使用水量 ・基本使用水量

1㎥につき　 1㎥につき　

4円50銭 5円50銭

・超過使用水量 ・超過使用水量

1㎥につき　 1㎥につき　

6円 7円50銭

福
山
市
蓮
池
工
業
用
水
道
事
業

超過
料率

基本
料率

超過
料率

基本
料率

超過
料率

基本
料率

超過
料率

基本
料率

超過
料率

廃　　止基本
料率

基本
料率

基本
料率

旧蓮池工水使用者

福
山
市
芦
田
川
河
口
堰
工
業
用
水
道
事
業

福山市芦田川河口堰工業
用水道条例

福山市蓮池工業用水道
事業を廃止し，福山市
芦田川河口堰工業用水
道事業から給水

超過
料率

基本
料率

超過
料率

超過
料率

基本
料率

超過
料率

福山市工業用水道条例

第1種とは,中津原浄水場から
供給する工業用水に対する料
率である。
第2種とは,箕島浄水場から供
給する工業用水に対する料率
である。

旧蓮池工水使用者

基本
料率

基本
料率

第
1
種

（臨海条例及び河口堰条例を一本化）

超過
料率

第
2
種

1973(昭和48).4.1～

第1種，第2種の料率
を統一

1975(昭和50).4.1～ 1980(昭和55).4.1～

超過
料率

1978(昭和53).4.1～
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・基本使用水量 ・基本使用水量 ・基本使用水量

1㎥につき 1㎥につき　 1㎥につき

16円50銭 19円80銭 31円70銭

・超過使用水量 ・超過使用水量 ・超過使用水量

1㎥につき 1㎥につき 1㎥につき

25円 30円 48円

・基本使用水量 ・基本使用水量

1㎥につき 1㎥につき

35円 38円30銭

・超過使用水量 ・超過使用水量

1㎥につき 1㎥につき

50円 60円

・基本使用水量 ・基本使用水量

1㎥につき 1㎥につき

23円30銭 26円60銭

・超過使用水量 ・超過使用水量

1㎥につき 1㎥につき

31円80銭 36円80銭

福
山
市
芦
田
川
河
口
堰
工
業
用
水
道
事
業

超過
料率

第
2
種

第
2
種

超過
料率

旧蓮池工水使用者 旧蓮池工水使用者

基本
料率

基本
料率

基本
料率

超過
料率

基本
料率

備
　
　
考

超過
料率

福
山
市
臨
海
工
業
用
水
道
事
業

第
1
種

超過
料率

超過
料率

料金は，左の表
により算出した
基本料金及び超
過料金の合計額
に100分の103を
乗じて得た額と
する。この場合
において,1円未
満の端数を生じ
たときは，その
端数を切り捨て
るものとする。

基本
料率

基本
料率

基本
料率

消費税導入
（3％課税）

第1種，第2種料率を統一

第
1
種

1981(昭和56).4.1～ 1984(昭和59).4.1～
1989(平成元).

4.1～
1991(平成3).4.1～

超過
料率
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・基本水量

1㎥につき

27円50銭

・基本使用水量

1㎥につき

1円50銭

・超過使用水量

1㎥につき

43円50銭

2020(令和2).7.1～

二部料金制へ移行

責任水量制の廃止

基本水量の範囲内で使用した
水量１㎥につき，1円50銭の使
用料単価を新設

平均改定率△8.9%

2014(平成26).
4.1～

2019(令和元).
10.1～

消費税率引上げ及び
地方消費税導入
（5％課税）

超過
料率

使用
料率

基本
料率

料金は，左の表によ
り算出した基本料金
及び超過料金の合計
額に100分の105を乗
じて得た額とする。
この場合において,1
円未満の端数を生じ
たときは，その端数
を切り捨てるものと
する。

料金は，左の表によ
り算出した基本料金
及び超過料金の合計
額に100分の108を乗
じて得た額とする。
この場合において,1
円未満の端数を生じ
たときは，その端数
を切り捨てるものと
する。

料金は，左の表によ
り算出した基本料金
及び超過料金の合計
額に100分の110を乗
じて得た額とする。
この場合において,1
円未満の端数を生じ
たときは，その端数
を切り捨てるものと
する。

臨
海
工
業
用
水
道
事
業
と
芦
田
川
河
口
堰
工
業
用
水
道
事
業
を
統
合
　

　
福
山
市
工
業
用
水
道
事
業

消費税率及び地方消
費税率引上げ
（8％課税）

消費税率及び地方消
費税率引上げ
（10％課税）

2006(平成
18).4.1～

1997(平成9).
4.1～
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(3) 下水道使用料〔1988(昭和63).4.1以降〕

・10㎥まで 370円 ・10㎥まで 460円 ・10㎥まで 620円 ・10㎥まで 740円

・11㎥～15㎥まで ・11㎥～15㎥まで ・11㎥～15㎥まで ・11㎥～15㎥まで

1㎥につき 50円 1㎥につき 65円 1㎥につき 95円 1㎥につき 110円

・16㎥～20㎥まで ・16㎥～20㎥まで ・16㎥～20㎥まで ・16㎥～20㎥まで

1㎥につき 75円 1㎥につき 95円 1㎥につき 125円 1㎥につき 140円

・21㎥～30㎥まで ・21㎥～30㎥まで ・21㎥～30㎥まで ・21㎥～30㎥まで

1㎥につき 90円 1㎥につき 115円 1㎥につき 150円 1㎥につき 170円

・31㎥～250㎥まで ・31㎥～250㎥まで ・31㎥～250㎥まで ・31㎥～250㎥まで

1㎥につき 120円 1㎥につき 150円 1㎥につき 175円 1㎥につき 195円

・251㎥以上 ・251㎥以上 ・251㎥以上 ・251㎥以上

1㎥につき 125円 1㎥につき 155円 1㎥につき 180円 1㎥につき 200円

・10㎥まで 200円 ・10㎥まで 250円 ・10㎥まで 300円 ・10㎥まで 350円

・11㎥以上 ・11㎥以上 ・11㎥以上 ・11㎥以上

1㎥につき 20円 1㎥につき 25円 1㎥につき 30円 1㎥につき 35円

48.2% 25.3% 29.3% 13.3%

消費税導入
(3％課税)

公
衆
浴
場
用

消費税率引
上げ及び地
方消費税
導入
(5％課税)

平 均
改定率

一
般
用

使用料は，
左の表によ
り算出した
基本使用料
及び超過使
用料の合計
額に100分の
103を乗じて
得た額とす
る。この場
合におい
て,1円未満
の端数を生
じたときは
その端数を
切り捨てる
ものとす
る。

使用料は，
左の表によ
り算出した
基本使用料
及び超過使
用料の合計
額に100分の
105を乗じて
得た額とす
る。この場
合におい
て,1円未満
の端数を生
じたときは
その端数を
切り捨てる
ものとす
る。

備
　
　
　
考

種別 1988(昭和63).4.1～
1989(平成元).

4.1～ 1991(平成3).4.1～ 1994(平成6).4.1～
1997(平成9).

4.1～
1998(平成10).7.1～
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・10㎥まで 850円 ・10㎥まで 850円 ・基本使用料 790円

・11㎥～15㎥まで ・11㎥～15㎥まで ・1㎥～10㎥まで

1㎥につき 126円 1㎥につき 126円 1㎥につき 20円

・16㎥～20㎥まで ・16㎥～20㎥まで ・11㎥～15㎥まで

1㎥につき 160円 1㎥につき 160円 1㎥につき 147円

・21㎥～30㎥まで ・21㎥～30㎥まで ・16㎥～20㎥まで

1㎥につき 195円 1㎥につき 153円 1㎥につき 187円

・31㎥～250㎥まで ・31㎥～250㎥まで ・21㎥～30㎥まで

1㎥につき 223円 1㎥につき 179円 1㎥につき 228円

・251㎥以上 ・251㎥以上 ・31㎥～250㎥まで

1㎥につき 229円 1㎥につき 190円 1㎥につき 261円

・251㎥以上

1㎥につき 267円

・10㎥まで 400円 ・基本使用料 260円

・11㎥以上 ・1㎥～10㎥まで

1㎥につき 40円 1㎥につき 20円

・11㎥以上

1㎥につき 46円

消費税率及び地方
消費税率引上げ
（10％課税）

消費税率及び地方
消費税率引上げ
（8％課税）

14.56%

使用料は，左の表
により算出した基
本使用料及び超過
使用料の合計額に
100分の108を乗じ
て得た額とする。
この場合におい
て,1円未満の端数
を生じたときは，
その端数を切り捨
てるものとする。

使用料は，左の表
により算出した基
本使用料及び超過
使用料の合計額に
100分の110を乗じ
て得た額とする。
この場合におい
て,1円未満の端数
を生じたときは，
その端数を切り捨
てるものとする。

合併に伴い新市地区の下
水道使用料については，
2003年度（平成15年度）
1期分から3か年の緩和措
置を講じる。

基本水量制の廃止

１か月につき10㎥までの分につ
いて，従量使用料単価（１㎥に
つき20円）を新設

16.56%

2014(平成26).
4.1～

2015(平成27).3.1～
2019(令和元).

10.1～2003(平成15).4.1～2006(平成18).3.31

新市地区緩和措置料金単価

2002(平成14).7.1～
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